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要　旨
　近年における女性の社会進出や核家族化の進行は，子どもの子育て環境にも大きな影
響を与えることになった．とくに「バブル景気」崩壊後は，生活の糧を得るための女性
の社会進出が急激に増える一方で，核家族化などにより家族のあり方や女性の労働に対
する価値観が大きく変化することになった．
　また，子育て環境が変化する中で待機児童問題が顕著化，深刻化してきたが，今日，
そうした子育て環境の中核を担う保育所の運営や保育士の待遇は既に限界を迎えている
といえる．そして，その要因は，「小泉基礎構造改革」と同時並行で行われた「社会福
祉基礎構造改革」であることを明らかにし，こうした制度の行き詰まりを保育現場の実
態調査より探っていくことを目的としている．
　本稿では，合計 175通のアンケート配布を行い，保育士の雇用環境の実態調査を試
み，その分析を踏まえ今後の保育士の人材定着と確保に対する方策と展望を提示した．
キーワード：小泉構造改革，社会福祉基礎構造改革，核家族化，やりがい，公的責任 
　第 1章　研究の目的
　近年，特に東京や神奈川，名古屋，大阪といった大都市圏を中心として問題となっている保育
所入所における待機児童の問題は，1991年にいわゆる「バブル景気」が崩壊し，その後の日本
社会における急激な不況と連動する形で徐々に深刻化していった．
　これは 1991年の「バブル景気」崩壊後に日本の経済が長いデフレ不況の波に飲まれていく中
において，世帯の所得が減っていくことに対する対応として，女性の社会進出が進んだことが一
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つの要因として大きく関係していると考える．
　人々は不況による生活の困難さをどうにかして乗り越えようと，それぞれに必死に努力・工夫
するのだが，そういった中の一つと動きとして，これまで専業主婦として過ごしていた女性の社
会進出が増大していき，女性の労働活動が活発化していくこととなったのだといえよう．
　厚生労働省大臣官房統計情報部「平成 26年国民生活基礎調査（平成 25年）の結果から」によ
ると，1世帯当たりの平均所得金額はバブル景気崩壊後の 1994年の 664.2万円をピークにその
図 1　保育所待機児童数の推移
（図 1）立命館大学佐藤敬二氏ＨＰ『佐藤のサイト『社会法資料集待機児童数の推移』より
URL: http://www.ritsumei.ac.jp/~satokei/sociallaw/waitingchildren.html（2016年 11月 16日アクセス）
図 2　1世帯当たり平均所得金額・対前年増加率の年次推移
（図 2）厚生労働省大臣官房統計情報部「平成 26年国民生活基礎調査（平成 25年）の結果から」
URL:http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/20-21-h25.pdf（2016年 11月 15日アクセス）
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後年々下がり続け，2012年には 537.2万円まで低下してきている i．
　これは，つまり「バブル景気」崩壊直後からの 18年間で，国民の年間の平均所得が 127万円
減少していることを示している数値である．
　また一方で，社会における女性自身の価値観も多様化し，男性と同様に労働力の一員として
キャリアを構築していくことによって自らのスキルアップやキャリアアップを目指していくとい
う考え方も一般化し，その結果 1980年には 65％だった専業主婦の割合も 2014年には 38％にま
で減少していっているのである．
　そして，その数字と反比例する形で，女性の就業率は年々増加している．首相官邸ホームペー
ジにおける「待機児童対策～これからも，安心して子育てできる環境作りに取り組みます！～」
によると，1997年に約 62％だった 25歳から 44歳の女性の就業率は 2015年には 71.6％にまで
上昇していることが分かる．
　このように，特にバブル景気崩壊以降，女性の社会進出が進んでいくこととなったのだが，こ
のことによって女性が社会で働くための社会資源としての保育所の整備がよりいっそう求められ
るようになったのである．
　また，女性の価値観の変化に呼応する形で家族世帯のあり方も変化していき，これまで主流
だった祖父母，両親とその子どもという三世代家族を代表とする多世代世帯が徐々に減少してい
き，両親と子どもだけで生活するという核家族世帯が増加し，これまでの日本における子育ての
形であった「家族で協力して子育て」するというスタイルが徐々に崩れていくことになっていっ
たのである．
　前出の「平成 26年国民生活基礎調査（平成 25年）の結果から」によると，日本における平均
図 3
（図 3）「待機児童対策～これからも，安心して子育てできる環境作りに取り組みます！～」（首相官邸ホーム
ページより）
 URL:http://www.kantei.go.jp/jp/headline/taikijido/（2016年 11月 15日アクセス）
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世帯人数は統計を開始した 1953年以降年々減少しており，一世帯当たりの構成人員数は，1953
年に 5.00人だったものが 2013年には 2.51人にまで減少している．同じく 1975年には 54.9％で
あった核家族世帯が 2013年には 60.1％に上昇し，その一方で祖父母と両親，その子どもという
「三世代家族」は 16.9％から 6.6％にまで減少している．
　それまでの日本社会は一つの家に多世代が同居し，女性は専業主婦として「家を守り」「子ど
もを育て」ていき，男性は社会に出て，「企業戦士」として労働し，「一家を養っていく」といっ
図 4
（図 4）厚生労働省「平成 26年度版厚生労働白書」，内閣府「平成 26年度版男女共同参画白書」総務省「労
働力調査（詳細集計）」（2002年以降）
URL:http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0212.html（2016年 11月 15日アクセス）
図 5　世帯構造別にみた世帯数の構成割合の年次推移
（図 5）厚生労働省大臣官房統計情報部「平成 26年国民生活基礎調査（平成 25年）の結果から」
URL:http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/20-21-h25.pdf（2016年 11月 15日アクセス）
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た「古い型の性別役割分業の考え方」が，長らく一般的な男女のあり方として考えられてきた．
　しかし時代が進み，上記にも記したように社会の価値観が変容していく中で，社会における
「家族の型」が変容したことや，女性自身の家庭や家族の中における自らの役割や，労働に対す
る考え方，夫婦のあり方に対する意識が変化してきたこと，そして家族を取り巻く社会の情勢も
変化してきたことなどによって，それまでの男女の役割のあり方も大きく変化していくことと
なった．そしてその結果として，女性も男性と同様に社会に出て労働するという型が徐々にスタ
ンダードになってきたのである．
　こうしてそれまでの日本の一般的家庭のモデルであった，「（正社員の）会社に勤める父と，専
業主婦の母，そして 2人の子ども（「標準世帯」）」という形が徐々に崩れていくこととなった．
　これらの状況から，これまで家族が支えていた子どもの保育機能がもはや家庭では支えきれな
くなってきたというということを表しているといえる．
　そこで求められてきたのが社会で子育てを支える機能としての保育所における保育なのである
が，一方で受け入れる側の社会の状況は，そういった女性の社会進出のための社会的な基盤整備
が整っているとは言い難い状況であった．
　また，会社などの雇用主はこれら社会の変化や，家庭の変容，女性の価値観や労働に対する
ニーズの変化に対する対応の準備が整っておらず，女性が社会で働くための環境整備が間に合っ
ていないという事態となってしまったのである．その結果として社会において様々な問題が発生
することとなった．
　それまでの日本の労働環境は，女性が就労しても性別によって男性とは職種や給与体系，昇進
など様々な項目において差別されており，ハラスメントなども横行している状態であった．これ
は長らく企業が女性社員を確固とした労働力と見なさず，いわば「お茶くみ係」「コピー係」と
いった雑用をする存在と見なしていたことや，「女性は結婚して寿退社するまでの腰かけとして
働いている」というステレオタイプな視点に偏っていたことなどを指摘することができる．
　こういった社会の女性を労働力として受け入れるための基盤整備の不備の一つとして，子ども
ができても働き続けたいという女性の希望と，仕事に復帰したいのに子どもを預かってくれる希
望の保育所が確保できないという「保育所入所における待機児童の問題」が発生したのである．
　もちろんこれには女性だけに限らない，日本の労働者の「働き方」の問題が大きな影響を与え
ていることも重大な事実である．長時間労働の常態化や，硬直化した勤務体系，育児休業・産後
休業制度取得に関する問題，「育休・産休」後の復帰における不利益の問題等々，様々な問題が
「子育て」をしにくくさせていることもまた事実である．
　このような社会におけるミスマッチの結果として，現在の「待機児童問題」が注目されること
となっているのである．
　一方で受け入れ側の保育所の状況はどうであったかというと，待機児童問題と連動する形で，
保育所不足の問題とともに，保育士の人材不足の問題がクローズアップされるようになっていっ
た．
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　現在，保育士の求人はほとんどの県において，1倍を超える求人倍率が続く状況となっている．
特に東京都においては 4.63倍という高い求人倍率となっており，人材不足が深刻であることが
このことからも見て取ることができる ii．
　さらに全国規模で見てみると，平成 29年度末時点で保育士数が 4.7万人不足するという指摘
もある iii．
　一方で毎年，大学や専門学校といった保育士養成校を中心に平成 26年度実績で年間 4.2万人
の人材輩出が行われている iv．
　さらに，厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課の調べによると，平成 25年 4月 1日現在で
保育士資格を取得し登録している者の数は 118.6万人であり，そのうち勤務している保育士は
42.7万人であることが分かっている．つまり保育士資格を有しながら，現在保育に従事してい
ない，いわゆる「潜在保育士」が約 76万人いることとなる．
　このことから現在の保育士の人材不足の問題は，保育士自体の絶対数の不足なのではなく，保
育業務を担ってくれる保育士がいないという担い手の問題であるということがいえる．
　では，何故このような状況となってしまったのであろうか．
　厚生労働省の調査によると，保育士における職場の改善要望で最も多いものは「給与・賞与の
改善」で 59.0％であった．さらに「職員数の増員」が 40.4％，次いで「事務・雑務の軽減」が
34.9％と続いている．
　また，総務省統計局による「平成 27年賃金構造基本統計調査」における『職種別決まって支
給する現金給与額，所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額（産業計）』によると，企業規
模 10名以上の保育所に勤務する保育士の「決まって支給する現金給与額」は，平均 219,200円
図 6
（図 6）厚生労働省ホームページ（雇用・労働）「保育士の就業の実態と見通し「保育分野における人材不足
の現状①」」より
URL:http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0000057759.pdf
（2016年 11月 15日アクセス）
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（平均年齢 35歳，勤続年数 7.6年）であり，「全職種平均」のそれの 319,200円（平均年齢 42.1
歳，勤続年数 11.1年）と比べると 100,000円の開きがある．
　また同調査による保育士の「年間賞与その他特別給与額」は 603,000円で，全職種平均の
675,000円からもやはり 72,000円の開きがあることが分かった v．
　また職員数の増員の問題については，保育所の多くは社会福祉法人が運営しているが，社会福
祉法人は基本的に営利を求めることができない規定となっている．また保育所の財源は行政（市
図 7　登録された保育士と勤務者数の推移
（図 7）厚生労働省「保育士に関する関係資料「登録された保育士と勤務者数の推移」」より
URL:http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/s.1_1.pdf
（2016年 11月 15日アクセス）
図 8　保育士における現在の職場の改善希望状況
（図 8）厚生労働省「保育士等に関する資料「保育士における現在の職場の改善要望状況」」より
URL:http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/s.1_1.pdf
（2016年 11月 15日アクセス）
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区町村）からの運営費によるのだが，この運営費の基準は基本的には預かる子どもの人数や年齢
によって「単価」が定められている．つまり保育所の財政は「自助努力」では改善できることが
限られているシステムなのである．
　さらに，これまで主に自治体や社会福祉法人が担ってきた事業に，民間営利企業の参入も認め
られることになった．保育や社会福祉といった対人援助を基本とする事業は，支出における人件
費の支出が高い．「利潤」をあげていくためには，人件費を抑制していくことが必要になってく
る．その結果，非正規職員の増加と賃金水準の低位安定といった事態を引き起こしているといえ
る．そして，それが新たな人材の流入を阻害し，恒常的な人材不足を引き起こすというまさに
「負のスパイラル」状態に陥っているといえる．
　そういった事実からもこの問題の解決のためには，抜本的な制度自体の改正が求められている
のではないだろうか．
　また，筆者らがこの待機児童問題の深刻化に，大きく影響を与えた一つの要因であると考えて
いるのが，小泉純一郎内閣総理大臣時代における，いわゆる「小泉構造改革」と同時期に社会福
祉分野において議論されていた「社会福祉基礎構造改革」の議論の 2つである．
　小泉政権が目指したものは大まかにいうと，新自由主義経済の思想に基づいた「小さな政府」
の実現，そのための「官から民へ」，そして「中央から地方へ」の移行の推進，という 3つの改
革の柱の実行であった．
　しかしその一方で，特記しなければならないもう一つの「改革」として，この時代に「労働者
の働き方に関する改革」があったことを指摘しなければならない．
　「労働者派遣事業の適正な運営および派遣労働者の保護などに関する法律」，いわゆる「労働者
派遣法」の規制緩和もその代表的なものの一つである．
　多くの日本の企業ではそれまで一般的に，いわゆる「終身雇用制」に基づいた継続的な雇用契
約というものが一般化しており，その多くの場合，一度正規職員として就職をした労働者は自己
都合や何らかの事由がない限り，定年を迎えるまで継続的に同一企業に雇用されるという安定的
な雇用保証が実現していた．
　そのことによって労働者はその継続的な雇用を前提とした，安心で安定した長期的な生活設
計，人生設計を組み立てることが可能であった．
　ところが 2001年に小泉政権が発足すると，小泉構造改革の名のもとに，これまでの既成の制
度の「規制緩和」を行い，抜本的に改定していくこととなった．
　そして次に小泉内閣は 2003年に労働者派遣法を改正し，ここから正規労働者の減少，非正規
労働者の増大という現在の状況につながる源流が始まっていったのである．
　このように小泉改革によって上記で述べたような終身雇用制度による安定的な雇用保証は大き
く変化し，非正規労働者化したことによって，契約期間が切れるとともに雇用もキャリアもスキ
ルもリセットされてしまうという，不安定な生活設計を余儀なくされる事態が多く見受けられる
ようになったのである．
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　一方で，小泉政権においては新自由主義経済の思想のもと，様々な業界において「競争の原
理」が導入され，勝者と敗者を明確化することによって業界における「質の向上」とその結果と
しての「敗者の淘汰」を促していくこととなった．しかし結果としては，少なくとも福祉の分野
においては，この手法は業界内における過当競争を招き，様々な「質の低下」を招くこととなっ
たのである．
　そこで本稿では，よりリアルな現場の状況を把握することを目的に，今回現場で保育士として
実際に現在従事している人たちが何を思い，どう感じながら働いているのかを調査し，その分析
を通して，問題の本質を明らかにするべく，保育現場で保育士として従事している人たちを対象
にアンケート調査を実施することとした．
　次章以降では，その結果に基づく分析と考察について述べていきたい．
　第 2章　「保育現場・保育士における現場の課題把握アンケート」の結果と分析
　保育士の雇用環境を数量化し分析・考察するために，『保育現場・保育士における現場の課題
把握アンケート』というアンケート調査を行った（以下，アンケート調査）．
　当該アンケート調査では，保育士の雇用環境を調査するために全 10カテゴリ・49問の質問を
行った．
　ここでは調査結果を踏まえ，主に保育士の「やりがい」と感情面に焦点を当て考察を行う．
　（1）分析の目的と意義
　昨今，保育現場における保育士不足の問題や保育士の雇用条件・労働環境の問題，および待機
児童問題など様々な問題が指摘されている．また，これらの問題は単に保育現場の問題だけはな
く，対人支援の労働者数は社会福祉現場共通の問題として長く指摘されていることでもあるが今
回は保育現場（保育士）に限定した調査とした．
　このアンケート調査は，保育の現場が抱えている課題を検証しながら，これからの課題，今後
の改善・解決への検討していくことを目的としている．
　保育現場では，子どもたちの人間としての尊厳を守り発達や生活といった人生を保障すること
を使命としている部分がある．それだけに，保育現場の保育士に求められる責任は重い．そし
て，子どもたちの人生に立ちあうことで，喜びや悲しみあるいは葛藤といった様々な感情を共有
しあうことで自らも成長する機会を得られることのできる極めて創造的な仕事であり，そのこと
が「やりがい」につながっている可能性が高い．この「やりがい」という視点には曖昧さが残る
が，雇用環境の質を保ち一定数の保育士を確保するための因子としては重要な役割を果たすと想
定できる．
　そこで，保育士の「やりがい」を計測するために雇用環境における「やりがい」に関する質問
項目を設定した．
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　前述のことから保育士の「やりがい」に関する質問項目を分析することにより，保育の雇用環
境に求められていることを明らかにすることを目的とした．さらに「やりがい」という感情的な
側面の計測により，保育現場で勤務している保育士の心理的な動向を把握したいと考えた．
　（2）方法
　1．アンケート調査の対象者
　アンケート調査は，筆者らがこれまでに勤務していた保育士養成関連の大学・短期大学，専門
学校の卒業生およびその関係者と関係施設を通して協力依頼を行った．また，筆者らの 1人が所
属する大学のある東海地域に関しては『全国福祉保育労働組合東海地方本部』の協力を得ること
ができた．
　アンケート調査用紙は，保育士が勤務地ごと（もしくは各勤務地のアンケート受付窓口担当者
ごと）に配布依頼し，保育士に配布した．回答は，無記名回答で保育士ごとに返送用封筒を用い
て返送してもらい，匿名性と中立性を確保することに留意した．
　これらの方法を用いて関東，東海，関西，四国，九州，沖縄の各地域で協力依頼を行った結果
は東海地域に 130通，関西地域は 38通，四国地域は 1通，沖縄地域で 6通の計 175通の配布を
行うことができた．
　アンケート調査の期間は，2016年 7月 13日から 8月 10日までとした．
　その結果，東海地域からは 118通（1通無効回答），関西・四国地域からは 18通，沖縄地域か
ら 4通の，計 140通回答を得ることができた．
　よって，今回のアンケート全体における回収率は 80.0％となった．ただし分析においては全
アンケート調査回答枚数のうち，84.3％を東海エリアの回答者が占めることに留意しておく必要
がある．これは，アンケート調査用紙を配布する事前手続きとして協力の承諾を得ることができ
表 1　回答者エリア 表 2　性別
表 3　年齢 表 4　役職
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た施設や機関に配布したためである．
　なお，アンケート調査回答者の男女比や年齢構成等の度数分布は表 1から表 6までの通りであ
る．
　2．アンケート調査における利用項目
　アンケート調査の質問項目には，全 10カテゴリを設定し，カテゴリ名は次の通りである．
カテゴリ名
①個人について
②勤務している保育所（子ども園）について
③個人の経歴について
④勤務先との雇用契約について
⑤勤務時間について
⑥休暇取得について
⑦給与について
⑧福利厚生について
⑨就業規程について
⑩個人的状況
　このうちカテゴリ⑩「個人的状況」には，調査対象となる保育士の「やりがい」や勤務に関す
る感情的な内容に関して直接質問する項目を設定した（例：問 28仕事に対するやりがい，問 34
仕事の楽しさ（やりがい）と給与額）．
　今回は，前述のカテゴリ⑩「個人的状況」に設定した質問項目を分析対象として用いた．
　具体的には問 28「仕事に対するやりがい」，問 29「仕事に対する楽しさ」，問 30「給与に対す
る満足度」，問 31「給料変換（給与額）」，問 34「仕事の楽しさ（やりがい）と給与額」，問 35
「担当している役割の業務量」，問 40「勤務（雇用）条件と勤務先選択」，問 42「職場における保
育士間の人間関係」の計 8の質問項目を対象とした． 
　3．分析の手続き
　問 31以外の利用項目は，アンケート調査時の回答のままとした．
　問 31は給与（手取り）額を記述してもらう質問項目であったため，0－ 99,999円，100,000
円－ 150,000円というように値の変換を行った．100,000円以降は 50,000円ごとに値を設定し，
最終は 400,000円とした（最安値を 1，最高値を 7とした）．
表 5　運営主体 表 6　通算勤労年数
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　前述したように本アンケート調査の返送結果には，表 1の回答者エリアにもあるように回答者
数の 84.3％が東海エリアに集中しており，エリア的偏りが見受けられる．また，表 4の役職で
は回答者の 77.9％が「役職はない」と回答していること，さらに表 5の運営主体では 92.9％の
回答者が社会福祉法人の法人格において運営されている施設において勤務していることなどか
ら，関西や沖縄エリア等の他エリアごとを区分して分析対象とせず全エリアを対象として総合的
な視点で分析を行った．
　以上のことから，本分析では回答者数の少ないエリアも除外せずに分析を行った．なお本分析
には，統計解析ソフト IBM SPSS Statics　Version20を用いた．
　4．分析の結果
　表 7は，各項目の平均値と標準偏差である．
　前述した 8項目の相関係数を表 8とした．紙面の都合上，全項目に関する詳細な分析結果を記
述することはできない．ここでは「やりがい」という保育士の感情的な部分を確認する質問項目
とその他の感情的な部分を確認する質問項目に絞って分析した．
表 7　各項目の平均値と標準偏差（N＝ 140）
表 8　各項目間における相関係数（N＝ 140）
＊＊相関係数は 1％水準で有意（両側）である .
＊相関係数は 5％水準で有意（両側）である .
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　具体的には，問 28「仕事に対するやりがい」と問 29「仕事に対する楽しさ」，問 30「給与に
対する満足度」及び問 42「職場における保育士間の人間関係」に関して相関分析を試みた．
　まず問 28と問 29は正の相関となったが，弱い相関として確認された（r=.364, p=.001）．次に
問 28と問 30は相関を確認することができなった．最後に問 28と問 42は正の相関となったが，
問 28と問 29の組み合わせと同様に弱い相関として確認された（r=.307, p=.001）．
　図 9から図 11は各組合せの散布図である．
　第 3章　アンケート調査を通して見えてきたもの
　今回のアンケート調査は，回答結果からほぼ東海エリアの状況を示唆した調査といえる．しか
し，前述したように勤務先の法人格や役職の状況等には，おおむね同じ状況であることから回答
者のエリアを区分することなく全体的な分析を試みた．
　比較対象となった各質問項目には，弱い相関（問 28と問 29，問 28と問 42）か相関なし（問
28と問 30）という結果となった．表 8の通り他質問項目に関しても弱い相関もしくは相関なし
という結果となっている．問 28のような「やりがい」という質問項目は，回答者による客観的
な評価が困難な可能性がありその結果として相関係数における数値も弱い値を示していると推測
される．
　今回の分析では，「やりがい」を形成する具体的な因子については計測していないが，問 28と
問 30のように給与の満足度の高低は「やりがい」に直接的な影響を与える可能性は低いと推測
される．ただ，弱い相関ながらも問 29「仕事に対する楽しさ」や問 42「職場における保育士間
の人間関係」には少なからずの反応があり，給与という物理的な側面よりも仕事を純粋に楽しめ
る心理的環境の方が重視される傾向にあり，それが「やりがい」につながる可能性があると思わ
れる．
　前述のような事象を裏付ける先行研究として，保育職一般にとっては職務における個人的なや
りがいや満足感といった認識は何かしらのストレス軽減に関与する可能性が高いということが示
されている（池田・大川 2012）．また本研究とは異なり，沖縄県の保育者のストレスと健康に関
する調査研究では調査対象となった 7割以上の回答者が何らかの「やりがい」を感じていたとい
う結果が出ている (山城・上地ほか 2005)．保育現場以外の福祉系現場として介護現場にまで目
図 9　問 28×問 29 図 10　問 28×問 30 図 11　問 28×問 42
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を向けると，個別の満足度のなかには「賃金」よりも大きな影響を与える要因として「仕事の内
容・やりがい」が代表的な因子として取り上げられていた（大和 2010）．
　以上のようなことからも「やりがい」を具体化する要因は少なくとも「賃金」ではないことが
いえるのではないだろうか．
　第 4章　むすびにかえて　～人材確保のための方策と展望～
　ここまで述べてきたように，保育現場における人材確保は，もちろん全職種平均給与額に比較
し，数万円から 10万円程度の開きがあるということが大きな要因となっていることは否定でき
ない事実である．確かに，保育士の仕事は人間の発達を保障し，様々な人間関係のなかで，時に
は大きなストレスを抱え込んでしまうこともあり，精神的負担も少なくない．しかし，その割に
は「低待遇である」ということがデータ上にもはっきりと現れ，そしてそのことが広く世間一般
に流布してしまっていることが保育現場の人材確保を困難にしていることは間違いのない事実で
ある．
　本稿では，結果についての詳細は取り上げてないが実施したアンケート調査においても給与面
では同じような傾向を示していた．そうした意味では，保育士の待遇改善は喫緊の課題といえ
る．しかし，現在の保育所運営のシステムでは既に限界となっているために，新たに税金の投入
などによる正規職員化や給与水準の引き上げといった公的責任による待遇改善が求められてい
る．なぜならば，保育が子どもにとっては人格形成の第 1歩となる重要な時期であり，親にとっ
ては安心して子どもを預けることができることで，子どものことを心配せずに活き活きと働くこ
とが可能になるからである．そして，その重要な責務を担うのは，子どもの発達への視点と社会
福祉の意義や目的を理解し，活用できる能力を有する専門職であり，国家資格有資格者である保
育士だからだということである．つまり，保育士の待遇改善を行うことは，少子高齢化が深刻化
しつつある今日，子育て支援環境の充実策として最も重要な課題の一つであり，取り組まなけれ
ばならない課題であるといえるからである．
　一方で，筆者らが行った調査からは，「やりがい」を具体化する要因は必ずしも「賃金」では
ないということも明らかになった．とくに「職場における保育士間の人間関係」という設問への
反応には，必ずしも「チームとしての保育」がうまくいっていない苛立ちや「仲間意識」といっ
たものの希薄さが伺える．確かに，年齢も経験も，ましてこれまでの人生の歩みも違う保育士た
ちが同じ方向性や価値や理念を共有し，保育に当たるなかで困難を感じることも少なくないであ
ろう．しかし，保育現場にはそうした不満や不安を十分に議論できるゆとりや土壌が育ってない
ことも大きな要因といえるのではないだろうか．
　今後，保育現場の人材確保を展望していく上でその方策は，給与水準の引き上げはもちろんの
こと，子どもの保育について議論ができるゆとりを創出していくことであろう．そのためには，
現在の配置基準が妥当なものであるのかどうかということについても検証が必要である．多忙か
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つ低待遇では，「やりがい」を感じている暇もなく，場合によっては「燃え尽き症候群」の予備
軍を多量に発生させてしまっている懸念もあるといえるだろう．
　「一億総活躍」が叫ばれる今日，安心して子どもを預けられ，かつ，人格形成に大きな影響を
持つ専門職としての保育士の人材定着と確保は，国家的責任であるといえる．
付記 
　本稿は，日本社会福祉学会第 64回秋季大会における「保育・福祉現場における人材確保の現
状と課題　－専門職養成と制度設計のはざまで－」を元に加筆修正を行った．各章の執筆にあ
たっては，第 1章、第 2章を工藤歩，第 3章を久保隆志，第 4章を髙木博史が執筆した．
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